
* 供託物没収点…町議会議員／有効投票総数を議員定数で除した数の10分の1、町長／有効投票総数の10分の1

町総務課　総務係
（町選挙管理委員会 書記）
ほう たに　あきひろ

宝谷 昭宏さん　
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第１８期富加町議会議員最後の議員視察として、岐阜県庁新庁舎を視察しまし
た。県産財のヒノキや美濃和紙を使用した各施設の内装や、木々が清流の水面
に映る様子をイメージした床タイルからは、「清流の国ぎふ」を感じることが
できました。
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主 な 内 容　　

選挙公営制度の
現状は？

どんな費用が対象となりますか。

もっと、まちのこといま

これが知りたい！！

　4月23日は、4年間の新たな富加町議会が誕生する町議会議員選挙の投票日です。選挙公営制度は、公職選挙
法や町条例の改正により更に充実しており、町議会議員や町長への立候補の後押しに一役買っています。
　制度の現状について、町の担当者に聞きました。

Q2
　選挙運動用自動車の使用料とポスターの作成費用が、下記の限度額の範囲内で公費負担となります。
　ただし、供託物没収点（※）に達する得票を得られない場合は、公費負担を受けることができず、費用全額を
候補者が負担しなければなりません。　　

この制度を通じて期待することは。Q3
　選挙に立候補しやすい制度の活用により、地方議員のなり手不足の解消や、議会
の活性化につながることを期待したいと思います。

選挙公営制度とは。Q1
　お金のかからない選挙制度の実現と、立候補や選挙運動の機会均等を図るために、候補者の選挙運動費用
の一部について公費で負担する制度です。

選挙に関する
お問い合わせは ℡0574-54-2111（直通）

2023.4.5

編 集／議会広報委員会　  発 行／岐阜県富加町議会

富加町議会 議会事務局

富加町議会だより

〒501-3392  岐阜県加茂郡富加町滝田1511
TEL 0574-54-2161
URL https://www.town.tomika.gifu.jp/chosei/gikai/

FAX 0574-54-2461
とみかのぎかい No.189
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　1月臨時会では、「令和4年度富加町一般会計補

正予算（第11号）」の議案が提案され、原案のと

おり可決しました。

　令和5年1月31日に町議会臨時会が開催され、一般会計補正予算（第
11号）の議案を議決しました。

出産・子育て応援交付金事業

会期は1日間　 開会1月31日　閉会1月31日

令和5年

第 1 回

臨時会

本会議
　開会、議案上程・説明
　質疑、討論、採決、閉会

全員協議会
　議案の詳細説明、質疑等

1月31日（火）

令和4年度 　　　　　　　　
一般会計補正予算（第11号）

妊娠時から出産・子育てまでの一貫した伴走型相談支援の充実とともに、子育て世帯への経済的
支援（令和4年度中に出産された方に出産・子育て支援として計10万円支給）を行うための交付金
501万1千円を追加。また、エネルギー価格の高騰に伴い、不足する指定管理の道の駅運営委託料
（ガス料金相当額）4万4千円を追加。財源は、県支出金のほか、繰越金が充てられました。

ポイント

補正額 505万5千円 総　額 34億1,852万9千円

補 正 予 算

議会の動き

子育て世帯支援の補正を可決　

一般会計歳出決算額は34.7億円

　板津德次町長が令和4年10月31日付で岐阜県後期高齢者医療広域
連合副広域連合長を退任したことに伴い、富加町から選出されてい
た町監査委員（髙垣昌司 氏）と町議会議員（梅村登次 氏）の2名が
広域連合議会議員を辞職されました。
　広域連合規約により、本町の後任の広域連合議会議員として、町長、副町長又は監査委員の
うちから改めて1名を選出する必要があるため、議会において選挙が行われ、板津德次町長に
決定しました。

〔任期／令和5年1月31日から町長職の任期満了まで〕

岐阜県後期高齢者医療広域連合
議会議員選挙が行われる

とみか元気振興券
　　    （その４）などの補正を可決

議
長
の
指
名
推
選
に
よ
り

　板
津 

德
次 

町
長
に
決
定
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議案第 2 号 富加町個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○

議
　
長

○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 3 号 富加町総合計画審議会条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 4 号 富加町定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関す
る条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 5 号 富加町職員の給与に関する条例及び富加町企業職員の給与の
種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 6 号 富加町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 7 号 富加町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基
準を定める条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 8 号 富加町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営
に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 9 号 富加町子ども・子育て会議条例及び富加町認定こども園の
設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 10 号 富加町国民健康保険条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 11 号 可茂消防事務組合規約の変更に関する協議について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 12 号 町道路線の認定について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 13 号 令和４年度加茂郡富加町一般会計補正予算（第１２号） 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 14 号 令和４年度加茂郡富加町国民健康保険特別会計補正予算（第２
号） 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 15 号 令和４年度加茂郡富加町後期高齢者医療特別会計補正予算
（第２号） 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 16 号 令和４年度加茂郡富加町介護保険特別会計補正予算（第４号） 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 17 号 令和５年度加茂郡富加町一般会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 18 号 令和５年度加茂郡富加町国民健康保険特別会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 19 号 令和５年度加茂郡富加町後期高齢者医療特別会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 20 号 令和５年度加茂郡富加町介護保険特別会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 21 号 令和５年度加茂郡富加町水道事業会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議案第 22 号 令和５年度加茂郡富加町下水道事業会計予算 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
発議第 1 号 富加町議会の個人情報の保護に関する条例の制定について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
発議第 2 号 富加町議会委員会条例の一部を改正する条例について 原案可決 7 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
発議第 3 号 木村康夫議員に対する問責決議について 原案可決 5 1 ○ 除 ○ ○ ○ × ○
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議案第 1 号 令和４年度加茂郡富加町一般会計補正予算（第１１号） 原案可決 7 0 ○ 議
長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和 5 年  第 2 回 富 加 町 議 会 定 例 会

令和 5 年  第 1 回 富 加 町 議 会 臨 時 会

○賛成　×反対　除）除斥　※議長は採決に加わりません。

○賛成　×反対　※議長は採決に加わりません。

審 議 の 結 果

審 議 の 結 果
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補 正 予 算

令和4年度 一般会計補正予算（第12号）

一般事務経費や事務事業の精算による不用
額等を減額。増額分では、障がい者福祉費
（扶助費）245万円や経営安定対策補助金
326万1千円等が追加されました。
予算を翌年度に繰越して使用する繰越明許
費補正には、鉄道事業費補助金203万3千
円や戸籍情報システム改修業務441万1千
円が追加されました。地方債では、MCA
防災無線の購入額確定に伴い、緊急防災・
減災事業費の借入限度額が10万円減額さ
れました。

ポイント

補正額 ▲4,277万2千円 総　額 33億7,575万7千円

令和４年度 国民健康保険
特別会計補正予算（第2号）

特定健康診査等事業費195万9千円等を減
額し、一般被保険者療養給付費700万円等
が追加されました。

ポイント

補正額 926万2千円 総　額 6億6,172万9千円

　3月定例会では、初めに板津町長から令和5年度の
予算編成大綱を含めた施政方針が説明されました。
　上程議案では、条例案件9件、可茂消防事務組合
規約の変更協議1件、町道路線の認定1件のほか、予
算案件10件が町長から提案され、いずれの議案も原
案のとおり可決しました。
　また、議員発議では、富加町議会の個人情報の保
護に関する条例の制定1件や、委員会条例の一部改
正1件を原案のとおり可決しました。
　最終日には、さらに議員発議により、「木村康夫
議員に対する問責決議」が追加上程され、賛成多数
で可決しました。

　令和5年3月6日から3月定例会が開催され、令和5年度富加町一般会計
予算などの議案を議決しました。

令和５年度予算決まる

会期は12日間　 開会3月6日　閉会3月17日

令和5年

第 2 回

定例会

本会議
　開会、議案上程・説明

全員協議会
　議案の詳細説明、質疑等

文教厚生常任委員会

本会議
　一般質問、議案上程（追加）、
　質疑、討論、採決、閉会

全員協議会
　議案の詳細説明、質疑等

総務産業建設常任委員会

3月 6日（月）

3月 7日（火）

3月 8日（水）

3月10日（金）

3月13日（月）

3月16日（木）

3月17日（金）

可茂消防事務組合規約の変更協議

可茂消防事務組合が、事務所の位置変更や
市町村長職務代理者の出席を認める規定の
追加などについて、あらかじめ関係市町村
議会の議決を求める協議。

ポイント
町道路線の認定

ジャストタウン加治田の宅地造成に伴い、
町道加治田131号線を認定。

ポイント

そ の 他

富加町個人情報保護審査会条例の一部改正
富加町議会の個人情報の保護に関する条例
の制定に伴い、審査会が所掌する事務に富
加町議会を追加。

ポイント

富加町定年前に退職する意思を有する職員の
募集等に関する条例の一部改正

職員の定年引上げに伴い、定年前募集対象
職員の募集年齢を定年から20年減じた年
齢（従前15年）に改正。

ポイント

富加町総合計画審議会条例の一部改正
企画課の新設に伴い、担当課を総務課から
企画課に改正。

ポイント

富加町職員の給与に関する条例及び富加町
企業職員の給与の種類及び基準に関する
条例の一部改正

令和5年度から対象職員に住居手当を支給
するための所要の改正。

ポイント

富加町家庭的保育事業等の設備及び運営に
関する基準を定める条例の一部改正

国の児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準の改正に伴う安全計画の策定や、感染
症のまん延防止等に必要な措置を規定する
所要の改正。

ポイント

富加町放課後児童健全育成
事業の設備及び運営に関する
基準を定める条例の一部改正

国の児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準の改正に伴う安全計画の策定や、感染
症のまん延防止等に必要な措置を規定する
所要の改正。

ポイント

富加町特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営に関する基準を定める条例
の一部改正

こども家庭庁設置法施行や児童福祉法改
正に伴う所要の改正。

ポイント

富加町子ども・子育て会議条例及び富加町
認定こども園の設置及び管理に関する条例
の一部改正

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係条
例の所要の改正。

ポイント

富加町国民健康保険条例の一部改正
健康保険法施行令等を改正する政令の公
布に伴い、出産育児一時金を40万8千円か
ら48万8千円に引き上げる所要の改正。

ポイント

条例の一部改正

議会の動き

令和４年度 後期高齢者医療
特別会計補正予算（第2号）

後期高齢者医療広域連合納付金の保険料
等負担金が減額されました。

ポイント

補正額 25万4千円 総　額 8,706万5千円

令和４年度 介護保険特別会計補正予算（第4号）

施設介護サービス給付費500万円等を減額
し、居宅介護サービス給付費150万円等が
追加されました。

ポイント

補正額 ▲130万4千円 総　額 6億679万4千円

一般会計歳出決算額は34.7億円とみか元気振興券
　　    （その４）などの補正を可決

一般会計予算は32億6,500万円



5資源の有効利用とリサイクルの推進に努めましょう

補 正 予 算

令和4年度 一般会計補正予算（第12号）

一般事務経費や事務事業の精算による不用
額等を減額。増額分では、障がい者福祉費
（扶助費）245万円や経営安定対策補助金
326万1千円等が追加されました。
予算を翌年度に繰越して使用する繰越明許
費補正には、鉄道事業費補助金203万3千
円や戸籍情報システム改修業務441万1千
円が追加されました。地方債では、MCA
防災無線の購入額確定に伴い、緊急防災・
減災事業費の借入限度額が10万円減額さ
れました。

ポイント

補正額 ▲4,277万2千円 総　額 33億7,575万7千円

令和４年度 国民健康保険
特別会計補正予算（第2号）

特定健康診査等事業費195万9千円等を減
額し、一般被保険者療養給付費700万円等
が追加されました。

ポイント

補正額 926万2千円 総　額 6億6,172万9千円

　3月定例会では、初めに板津町長から令和5年度の
予算編成大綱を含めた施政方針が説明されました。
　上程議案では、条例案件9件、可茂消防事務組合
規約の変更協議1件、町道路線の認定1件のほか、予
算案件10件が町長から提案され、いずれの議案も原
案のとおり可決しました。
　また、議員発議では、富加町議会の個人情報の保
護に関する条例の制定1件や、委員会条例の一部改
正1件を原案のとおり可決しました。
　最終日には、さらに議員発議により、「木村康夫
議員に対する問責決議」が追加上程され、賛成多数
で可決しました。

　令和5年3月6日から3月定例会が開催され、令和5年度富加町一般会計
予算などの議案を議決しました。

令和５年度予算決まる

会期は12日間　 開会3月6日　閉会3月17日

令和5年

第 2 回

定例会

本会議
　開会、議案上程・説明

全員協議会
　議案の詳細説明、質疑等

文教厚生常任委員会

本会議
　一般質問、議案上程（追加）、
　質疑、討論、採決、閉会

全員協議会
　議案の詳細説明、質疑等

総務産業建設常任委員会

3月 6日（月）

3月 7日（火）

3月 8日（水）

3月10日（金）

3月13日（月）

3月16日（木）

3月17日（金）

可茂消防事務組合規約の変更協議

可茂消防事務組合が、事務所の位置変更や
市町村長職務代理者の出席を認める規定の
追加などについて、あらかじめ関係市町村
議会の議決を求める協議。

ポイント
町道路線の認定

ジャストタウン加治田の宅地造成に伴い、
町道加治田131号線を認定。

ポイント

そ の 他

富加町個人情報保護審査会条例の一部改正
富加町議会の個人情報の保護に関する条例
の制定に伴い、審査会が所掌する事務に富
加町議会を追加。

ポイント

富加町定年前に退職する意思を有する職員の
募集等に関する条例の一部改正

職員の定年引上げに伴い、定年前募集対象
職員の募集年齢を定年から20年減じた年
齢（従前15年）に改正。

ポイント

富加町総合計画審議会条例の一部改正
企画課の新設に伴い、担当課を総務課から
企画課に改正。

ポイント

富加町職員の給与に関する条例及び富加町
企業職員の給与の種類及び基準に関する
条例の一部改正

令和5年度から対象職員に住居手当を支給
するための所要の改正。

ポイント

富加町家庭的保育事業等の設備及び運営に
関する基準を定める条例の一部改正

国の児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準の改正に伴う安全計画の策定や、感染
症のまん延防止等に必要な措置を規定する
所要の改正。

ポイント

富加町放課後児童健全育成
事業の設備及び運営に関する
基準を定める条例の一部改正

国の児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準の改正に伴う安全計画の策定や、感染
症のまん延防止等に必要な措置を規定する
所要の改正。

ポイント

富加町特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営に関する基準を定める条例
の一部改正

こども家庭庁設置法施行や児童福祉法改
正に伴う所要の改正。

ポイント

富加町子ども・子育て会議条例及び富加町
認定こども園の設置及び管理に関する条例
の一部改正

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係条
例の所要の改正。

ポイント

富加町国民健康保険条例の一部改正
健康保険法施行令等を改正する政令の公
布に伴い、出産育児一時金を40万8千円か
ら48万8千円に引き上げる所要の改正。

ポイント

条例の一部改正

議会の動き

令和４年度 後期高齢者医療
特別会計補正予算（第2号）

後期高齢者医療広域連合納付金の保険料
等負担金が減額されました。

ポイント

補正額 25万4千円 総　額 8,706万5千円

令和４年度 介護保険特別会計補正予算（第4号）

施設介護サービス給付費500万円等を減額
し、居宅介護サービス給付費150万円等が
追加されました。

ポイント

補正額 ▲130万4千円 総　額 6億679万4千円

一般会計歳出決算額は34.7億円とみか元気振興券
　　    （その４）などの補正を可決

一般会計予算は32億6,500万円
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議 員 発 議
富加町議会の個人情報の保護に関する条例
の制定

議会は、国の個人情報保護法の適用除外と
され、議会における個人情報の保護及び取
扱いについて、自律的な措置を講じる必要
があるため制定。

ポイント

富加町議会委員会条例の一部改正
町行政組織の再編に伴い、総務産業建設常
任委員会の所管する事務に新たに企画課を
追加。

ポイント

　議案は、通常、町長から
提案されますが、議員もし
くは委員会から提案するこ
とを発議といいます。

「発議」とは？

　議会において、政治任用職にある者（首長、議長、委員長、議員など）の不適当な言動や発言に対して、
責任を問うことを内容として行われる決議。議会の意思表明を行うものですが、法的拘束力はありません。

「問責決議」とは？

問責決議を賛成多数で可決しました。

　木村康夫議員が新聞折り込みで配布された文書について、内容に一部誤解を招く表現
があり、町民へ少なからず混乱を生じさせたことを問題としました。３月定例会前の協
議中の内容であったことから、議員としての情報発信の重さを自覚していただくよう問
責を求めることとなりました。

木村康夫議員に対する問責決議

　木村康夫議員は、令和５年３月定例会前に不用意に議会の重要な情報について、過度な表現を用
いて誤解を与える文書を作成し町民に公表した。
　この公表により、町民に少なからず混乱と動揺をきたし、かつ、議会の信頼と権威を著しく失墜
させたことは誠に遺憾である。
　よって、木村康夫議員に猛省を促すとともに、議員としての情報発信の重さを自覚するよう強く
求めるものである。
　以上、決議する。
　　令和５年３月１７日　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県富加町議会

提出の要旨

　総務産業建設委員会は、3月10日に会議を開

き、所管する条例案件、予算案件等について審

議を行いました。

　建設課関係では、町道川浦川左岸線整備工事

費8,500万円や、河川公園とみぱーくのトイ

レ・駐車場整備に係る工事費5,500万円につい

て説明がありました。委員からは、整備中の道

路工事に関連し、滝田橋付近の土地の整地につ

いて要望などがありました。

　総務課関係では、新規事業として結婚新生活

支援補助金90万円などについて説明がありま

した。この補助金は、住宅取得や引っ越しなど

の費用に活用していただくため、結婚された夫

婦とも29歳以下の場合は上限60万円、39歳以

下の場合は上限30万円を補助するものです。

委員からは国が打ち出している「異次元の少子

化対策」との関連を問う質疑がありました。

　慎重な審議の結果、その他の案件も含め、所

管する案件は原案のとおり可決すべきものと決

定しました。

委 員 会 報 告

整備が進む町道川浦川左岸線（滝田地内）

総務産業建設常任委員会
町道川浦川左岸線整備工事費などを含む
令和5年度一般会計予算案を可決すべき
ものと決定
委員長／佐曽利議員、委員／木村議員、渡邉議員、福田議員　　

　文教厚生委員会は、3月13日に会議を開き、
所管する条例案件、予算案件等について審議を
行いました。
　住民課関係では、新規事業としてマイナン
バーカードを利用した住民票などのコンビニ交
付事業費623万円について説明がありました。
現在、町では年間6,700件程の各種証明書の交
付実績がありますが、コンビニ交付事業によ
り、閉庁時でも証明書の取得が可能となり、役
場窓口の混雑解消にもつながります。委員から
は、コンビニ交付事業の利便性を認めつつも、
必要性や費用対効果を問う質疑がありました。
　福祉保健課関係では、令和4年度から実施し
ている高齢者等移動支援事業317万円について
説明がありました。この事業は、社会福祉協議
会への委託事業により町内での買い物や通院な
ど、移動に困っている方を対象に送迎を行う事
業です。委員からは、町外の病院への活用につ
いて質疑があり、執行部からは今の運営体制で
無料により実施することは難しいとの回答があ
りました。
　教育課関係では、富加小中舎屋上の防水補修
等の工事費2,029万円や、タウンホールとみか
の大ホール調光操作卓の更新工事費2,435万円
について、現状や工事内容などの説明がありま
した。
　慎重な審議の結果、その他の案件も含め、所
管する案件は原案のとおり可決すべきものと決
定しました。

文教厚生常任委員会
各種証明書のコンビニ交付事業費などを
含む令和5年度一般会計予算案を可決
すべきものと決定　
委員長／山田議員、委員／梅村議員、川崎議員、井戸議員

コンビニ交付事業を周知する町の広報紙
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議 員 発 議
富加町議会の個人情報の保護に関する条例
の制定

議会は、国の個人情報保護法の適用除外と
され、議会における個人情報の保護及び取
扱いについて、自律的な措置を講じる必要
があるため制定。

ポイント

富加町議会委員会条例の一部改正
町行政組織の再編に伴い、総務産業建設常
任委員会の所管する事務に新たに企画課を
追加。

ポイント

　議案は、通常、町長から
提案されますが、議員もし
くは委員会から提案するこ
とを発議といいます。

「発議」とは？

　議会において、政治任用職にある者（首長、議長、委員長、議員など）の不適当な言動や発言に対して、
責任を問うことを内容として行われる決議。議会の意思表明を行うものですが、法的拘束力はありません。

「問責決議」とは？

問責決議を賛成多数で可決しました。

　木村康夫議員が新聞折り込みで配布された文書について、内容に一部誤解を招く表現
があり、町民へ少なからず混乱を生じさせたことを問題としました。３月定例会前の協
議中の内容であったことから、議員としての情報発信の重さを自覚していただくよう問
責を求めることとなりました。

木村康夫議員に対する問責決議

　木村康夫議員は、令和５年３月定例会前に不用意に議会の重要な情報について、過度な表現を用
いて誤解を与える文書を作成し町民に公表した。
　この公表により、町民に少なからず混乱と動揺をきたし、かつ、議会の信頼と権威を著しく失墜
させたことは誠に遺憾である。
　よって、木村康夫議員に猛省を促すとともに、議員としての情報発信の重さを自覚するよう強く
求めるものである。
　以上、決議する。
　　令和５年３月１７日　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県富加町議会

提出の要旨

　総務産業建設委員会は、3月10日に会議を開

き、所管する条例案件、予算案件等について審

議を行いました。

　建設課関係では、町道川浦川左岸線整備工事

費8,500万円や、河川公園とみぱーくのトイ

レ・駐車場整備に係る工事費5,500万円につい

て説明がありました。委員からは、整備中の道

路工事に関連し、滝田橋付近の土地の整地につ

いて要望などがありました。

　総務課関係では、新規事業として結婚新生活

支援補助金90万円などについて説明がありま

した。この補助金は、住宅取得や引っ越しなど

の費用に活用していただくため、結婚された夫

婦とも29歳以下の場合は上限60万円、39歳以

下の場合は上限30万円を補助するものです。

委員からは国が打ち出している「異次元の少子

化対策」との関連を問う質疑がありました。

　慎重な審議の結果、その他の案件も含め、所

管する案件は原案のとおり可決すべきものと決

定しました。

委 員 会 報 告

整備が進む町道川浦川左岸線（滝田地内）

総務産業建設常任委員会
町道川浦川左岸線整備工事費などを含む
令和5年度一般会計予算案を可決すべき
ものと決定
委員長／佐曽利議員、委員／木村議員、渡邉議員、福田議員　　

　文教厚生委員会は、3月13日に会議を開き、
所管する条例案件、予算案件等について審議を
行いました。
　住民課関係では、新規事業としてマイナン
バーカードを利用した住民票などのコンビニ交
付事業費623万円について説明がありました。
現在、町では年間6,700件程の各種証明書の交
付実績がありますが、コンビニ交付事業によ
り、閉庁時でも証明書の取得が可能となり、役
場窓口の混雑解消にもつながります。委員から
は、コンビニ交付事業の利便性を認めつつも、
必要性や費用対効果を問う質疑がありました。
　福祉保健課関係では、令和4年度から実施し
ている高齢者等移動支援事業317万円について
説明がありました。この事業は、社会福祉協議
会への委託事業により町内での買い物や通院な
ど、移動に困っている方を対象に送迎を行う事
業です。委員からは、町外の病院への活用につ
いて質疑があり、執行部からは今の運営体制で
無料により実施することは難しいとの回答があ
りました。
　教育課関係では、富加小中舎屋上の防水補修
等の工事費2,029万円や、タウンホールとみか
の大ホール調光操作卓の更新工事費2,435万円
について、現状や工事内容などの説明がありま
した。
　慎重な審議の結果、その他の案件も含め、所
管する案件は原案のとおり可決すべきものと決
定しました。

文教厚生常任委員会
各種証明書のコンビニ交付事業費などを
含む令和5年度一般会計予算案を可決
すべきものと決定　
委員長／山田議員、委員／梅村議員、川崎議員、井戸議員

コンビニ交付事業を周知する町の広報紙
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　ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が始まっ
てから1年が経過しましたが、未だに解決への糸
口が見えず、多くの人々が尊い命を落とされてい
る現状に、1日も早い平和的解決を願うもので
す。
　また、2月6日にトルコとシリアで発生した大地
震では、現地の映像を見るたび、どれだけ多くの
方々が倒壊した建物の下敷きになったのかと心が
痛みます。同じ地震国として、改めて建物の耐震
化や避難所整備等の重要性を認識したところで
す。お亡くなりになられた方々には、心から哀悼
の意を表するとともに、早期の復旧復興をお祈り
申し上げます。
　さて、コロナ禍となりこれで丸3年が過ぎまし
た。昨年は第6波、第7波、第8波と度重なる感染
拡大や物価高騰などへの対応など、目まぐるしい
1年でしたが、政府は、新型コロナウイルスの感
染症法上の位置付けを今年5月8日に季節性インフ
ルエンザと同じ「5類」に引き下げる方針を表明
しました。まだ気は抜けないものの、いよいよ出
口へのはっきりとした光が見え始めたと感じてい
ます。今後は、一層活力あるまちづくりを目指し
て、ウイズコロナ・ポストコロナへの取組を加速
させていく所存です。また、今年は4月に県議会
議員選挙、町議会議員選挙が実施される重要な年
でもあります。引き続きコロナ感染防止対策を講
じながら、投票しやすい環境づくりにも取り組ん
でいきます。
　こうした中、幸先の良い明るい話題として、よ
さこい踊りチーム「半布里」が、魅力的な地域づ
くり等に貢献した団体に授与される「清流ミナモ
賞」を3月20日に岐阜県庁において受賞されるとい
う吉報が入りました。昨年、にっぽんど真ん中祭
りで大賞を受賞され、記念イベントとして「おん
さいEXPO 2022」を開催されたところですが、今
後もますますのご盛会を祈念いたします。

一般会計歳出決算額は34.7億円とみか元気振興券
　　    （その４）などの補正を可決

令和５年度   施 政 方 針

道路、施設整備事業に重点
板津町長が5年度施政方針を表明
　定例会冒頭に、令和5年度の予算編成を含め
た町政全般に関する所信が述べられました。
　一般会計は、前年度を4.4％上回る過去最大
規模の予算となりました。

コロナ禍の３年
　さて、本町の令和4年度の主要な事業の進捗状
況ですが、重点主要道路整備事業を始めとする各
種事業は順調に進捗しています。特に、ジャスト
タウン加治田の整備については造成工事を完了
し、2月10日より申込み受付を開始したところで
す。期限は4月13日までとなっていますので、多
くの皆様にご応募いただければ幸いです。
　各種行政証明書のコンビニ交付サービス導入に
向けての準備もほぼ完了し、3月中の発行テスト
を残すのみとなりました。マイナンバーカードを
利活用した住民サービス向上のための取組は今後
も推進していきます。現在、本町のマイナンバー
カード申請率は7割を超えてきましたが、デジタ
ル社会に欠かすことのできないこのカードの取得
について、皆様のご理解ご協力をお願いします。
　コロナ臨時交付金を活用した事業の進捗状況に
ついては、元気振興券事業や元気米配布事業、物
価高騰対策子育て支援事業などは既に完了しまし
た。プレミアム付き元気チケット事業や省エネ家
電製品普及促進事業、こども園おむつ給付事業な
どは現在進行中です。いずれの事業も町民の皆様
から概ね好評であると聞いていますが、問題点に
ついては検証の上、今後同様の事業を実施する機
会があれば改善していきたいと考えています。

　私は、町長に就任して3期目の最終年度となり
ますが、令和5年度も人口増加対策や子どもを安
心して産み育てられる町を念頭に、マニフェスト
実現のため行政運営をしていく決意です。また、
新型コロナの感染症法上の位置付けが「5類」に
引き下げられれば、活力のあるまちづくりのた
め、これまで停滞した各種町事業の推進や各種団
体活動の活性化支援にも積極的に取り組んでいき
たいと考えています。
　令和元年度に着工した川浦川左岸線整備工事に

令和4年度事業は順調に進捗

マニフェスト実現のために

ついては、町が施工する滝田橋から学校橋までの
ルートと、とみぱーく駐車場及び休憩施設が令和
5年度末に完成する見込みであり、これらは大き
なインパクトとなり、町の様子を変えていくこと
となると思っています。この環境をまちづくりに
どう生かしていくのか非常に楽しみにしていま
す。
　また、国の史跡として指定を受けた夕田墳墓群
については、保存活用計画を令和6年度までに策
定し、その活用方法について検討していきます。
町内各地でスマートフォン等を用いて昔の風景や
人々の生活を仮想空間に映し出して楽しめる活用
方法も検討していく予定です。こうした一つ一つ
の取組が子どもたちに夢を与え、誇れる町になる
ことにつながればと考えています。
　一方、地方自治体はウイズコロナ・ポストコロ
ナ時代への取組、少子化対策やデジタル化の推
進、異常気象に伴い増加する自然災害への対応、
職員の定年延長制度導入など大きな過渡期にある
と感じています。加えて、増加する一方の行政需
要に対応するための予算規模拡大とその財源確保
など、喫緊の課題があるのも事実です。このた
め、これまで実施してきた各種事業についても再
点検が必要な時期にあると考えています。令和5
年度から企画課を新設することとしましたが、こ
うした状況にも今まで以上に幅広く対応できるも
のと確信しており、時代に即した組織再編は今後
も行っていきたいと考えています。

　新年度予算編成については、一般会計の予算総
額は32億6,500万円とし、前年度を1億3,900万円
（前年比4.4％）上回る過去最大の規模としまし
た。
　町公共施設の電気代の値上がりや、物価高騰に
よる物品購入費、工事請負費、委託料等の増加な
ども少なからず影響しているところです。町税や
地方交付税が増加する見込みであり、川浦川左岸
線工事や河川公園とみぱーくの駐車場及び休憩施
設整備工事、役場庁舎外壁塗装工事、タウンホー
ル大ホール調光操作卓更新工事、富加小学校屋上
防水補修工事、山下池下流排水路改修工事など、
後年度に廻すことのできない大型事業に取り組み
ます。
　ただし、道の駅整備拡充については、これまで
議員各位から様々なご意見をいただいているとこ
ろですが、実現可能性の担保やコストパフォーマ
ンス、ポストコロナにおける町の各種事業の優先
度等を考慮しながら検討したく当初予算には盛り
込んでおりません。もう少し、お時間をいただき

ますようお願いします。
　歳入では、町税については前年比3.4％増の8億
4,200万円ほどを見込んでいます。
　これは、令和4年度課税における個人所得の回
復傾向や近年の人口増加等を背景として、個人町
民税や家屋の固定資産税が増収する見通しであ
り、増額としたことによるものです。
　地方交付税は、地方財政計画等に基づき積算し
ますが、国より示された伸び率等により7,000万
円の増額（前年比6.5％）とし、11億4,400万円
を見込んでいます。
　国庫支出金は、保健衛生費負担金（ワクチン接
種対策負担金）や社会資本整備総合交付金の減少
等により全体で2,300万円ほど減（前年比▲
8.6％）の2億4,100万円ほどを見込んでいます。
　県支出金は、農林水産業費県補助金（元気な農
業産地構造改革支援事業、県単かんがい排水事
業）等の増加により、全体で2,500万円ほど増
（前年比12.3％）の2億2,700万円ほどを見込ん
でいます。財産収入は、ジャストタウン加治田の
分譲開始に伴い、740万円ほど増（前年比
114.1％）の1,400万円ほどを見込んでいます。
寄附金では、ふるさと納税返礼事業について、前
年実績等により3,000万円ほど減（前年比▲
37.5％）の5,000万円ほどを見込んでいます。町
債は、臨時財政対策債発行可能額の大幅な減額見
込等に伴い1,430万円の減（前年比▲23.0％）の
4,800万円ほどとなりました。
　なお、基金繰入金については、歳出に対する不
足財源に対し、財政調整基金１億2,700万円のほ
か、設置目的に沿った事業に対し、まち・ひと・
しごと創生基金2,800万円及びふるさと納税基金1
億1千600万円の計2億7,100万円をそれぞれ充当
しています。また、令和5年度より高齢者保健と
介護予防の取組を一体的な事業として実施するた
め、広域連合からの委託費として670万円ほどを
繰入金として計上しています。

　歳出については、富加町第5次総合計画の基本
目標に沿って、主な新規事業を申し上げます。
　①「健康に暮らせるまちづくり」では、新規事
業として、高齢者活動センターの屋根塗装工事に
476万円、障がい者・児のための基本的施策・目
標・方針を定めるための計画策定業務に312万
円、コロナ禍や物価高騰による生活困窮者の増加
に対応するための生活福祉相談員雇用に256万
円、富加町第3期子ども・子育て支援事業計画を2
か年かけて策定する業務に493万円、とみかこど

一般会計は過去最大規模の予算

道路・河川公園とみぱーくなどの施設整備
予算に重点
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　ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が始まっ
てから1年が経過しましたが、未だに解決への糸
口が見えず、多くの人々が尊い命を落とされてい
る現状に、1日も早い平和的解決を願うもので
す。
　また、2月6日にトルコとシリアで発生した大地
震では、現地の映像を見るたび、どれだけ多くの
方々が倒壊した建物の下敷きになったのかと心が
痛みます。同じ地震国として、改めて建物の耐震
化や避難所整備等の重要性を認識したところで
す。お亡くなりになられた方々には、心から哀悼
の意を表するとともに、早期の復旧復興をお祈り
申し上げます。
　さて、コロナ禍となりこれで丸3年が過ぎまし
た。昨年は第6波、第7波、第8波と度重なる感染
拡大や物価高騰などへの対応など、目まぐるしい
1年でしたが、政府は、新型コロナウイルスの感
染症法上の位置付けを今年5月8日に季節性インフ
ルエンザと同じ「5類」に引き下げる方針を表明
しました。まだ気は抜けないものの、いよいよ出
口へのはっきりとした光が見え始めたと感じてい
ます。今後は、一層活力あるまちづくりを目指し
て、ウイズコロナ・ポストコロナへの取組を加速
させていく所存です。また、今年は4月に県議会
議員選挙、町議会議員選挙が実施される重要な年
でもあります。引き続きコロナ感染防止対策を講
じながら、投票しやすい環境づくりにも取り組ん
でいきます。
　こうした中、幸先の良い明るい話題として、よ
さこい踊りチーム「半布里」が、魅力的な地域づ
くり等に貢献した団体に授与される「清流ミナモ
賞」を3月20日に岐阜県庁において受賞されるとい
う吉報が入りました。昨年、にっぽんど真ん中祭
りで大賞を受賞され、記念イベントとして「おん
さいEXPO 2022」を開催されたところですが、今
後もますますのご盛会を祈念いたします。

一般会計歳出決算額は34.7億円とみか元気振興券
　　    （その４）などの補正を可決

令和５年度   施 政 方 針

道路、施設整備事業に重点
板津町長が5年度施政方針を表明
　定例会冒頭に、令和5年度の予算編成を含め
た町政全般に関する所信が述べられました。
　一般会計は、前年度を4.4％上回る過去最大
規模の予算となりました。

コロナ禍の３年
　さて、本町の令和4年度の主要な事業の進捗状
況ですが、重点主要道路整備事業を始めとする各
種事業は順調に進捗しています。特に、ジャスト
タウン加治田の整備については造成工事を完了
し、2月10日より申込み受付を開始したところで
す。期限は4月13日までとなっていますので、多
くの皆様にご応募いただければ幸いです。
　各種行政証明書のコンビニ交付サービス導入に
向けての準備もほぼ完了し、3月中の発行テスト
を残すのみとなりました。マイナンバーカードを
利活用した住民サービス向上のための取組は今後
も推進していきます。現在、本町のマイナンバー
カード申請率は7割を超えてきましたが、デジタ
ル社会に欠かすことのできないこのカードの取得
について、皆様のご理解ご協力をお願いします。
　コロナ臨時交付金を活用した事業の進捗状況に
ついては、元気振興券事業や元気米配布事業、物
価高騰対策子育て支援事業などは既に完了しまし
た。プレミアム付き元気チケット事業や省エネ家
電製品普及促進事業、こども園おむつ給付事業な
どは現在進行中です。いずれの事業も町民の皆様
から概ね好評であると聞いていますが、問題点に
ついては検証の上、今後同様の事業を実施する機
会があれば改善していきたいと考えています。

　私は、町長に就任して3期目の最終年度となり
ますが、令和5年度も人口増加対策や子どもを安
心して産み育てられる町を念頭に、マニフェスト
実現のため行政運営をしていく決意です。また、
新型コロナの感染症法上の位置付けが「5類」に
引き下げられれば、活力のあるまちづくりのた
め、これまで停滞した各種町事業の推進や各種団
体活動の活性化支援にも積極的に取り組んでいき
たいと考えています。
　令和元年度に着工した川浦川左岸線整備工事に

令和4年度事業は順調に進捗

マニフェスト実現のために

ついては、町が施工する滝田橋から学校橋までの
ルートと、とみぱーく駐車場及び休憩施設が令和
5年度末に完成する見込みであり、これらは大き
なインパクトとなり、町の様子を変えていくこと
となると思っています。この環境をまちづくりに
どう生かしていくのか非常に楽しみにしていま
す。
　また、国の史跡として指定を受けた夕田墳墓群
については、保存活用計画を令和6年度までに策
定し、その活用方法について検討していきます。
町内各地でスマートフォン等を用いて昔の風景や
人々の生活を仮想空間に映し出して楽しめる活用
方法も検討していく予定です。こうした一つ一つ
の取組が子どもたちに夢を与え、誇れる町になる
ことにつながればと考えています。
　一方、地方自治体はウイズコロナ・ポストコロ
ナ時代への取組、少子化対策やデジタル化の推
進、異常気象に伴い増加する自然災害への対応、
職員の定年延長制度導入など大きな過渡期にある
と感じています。加えて、増加する一方の行政需
要に対応するための予算規模拡大とその財源確保
など、喫緊の課題があるのも事実です。このた
め、これまで実施してきた各種事業についても再
点検が必要な時期にあると考えています。令和5
年度から企画課を新設することとしましたが、こ
うした状況にも今まで以上に幅広く対応できるも
のと確信しており、時代に即した組織再編は今後
も行っていきたいと考えています。

　新年度予算編成については、一般会計の予算総
額は32億6,500万円とし、前年度を1億3,900万円
（前年比4.4％）上回る過去最大の規模としまし
た。
　町公共施設の電気代の値上がりや、物価高騰に
よる物品購入費、工事請負費、委託料等の増加な
ども少なからず影響しているところです。町税や
地方交付税が増加する見込みであり、川浦川左岸
線工事や河川公園とみぱーくの駐車場及び休憩施
設整備工事、役場庁舎外壁塗装工事、タウンホー
ル大ホール調光操作卓更新工事、富加小学校屋上
防水補修工事、山下池下流排水路改修工事など、
後年度に廻すことのできない大型事業に取り組み
ます。
　ただし、道の駅整備拡充については、これまで
議員各位から様々なご意見をいただいているとこ
ろですが、実現可能性の担保やコストパフォーマ
ンス、ポストコロナにおける町の各種事業の優先
度等を考慮しながら検討したく当初予算には盛り
込んでおりません。もう少し、お時間をいただき

ますようお願いします。
　歳入では、町税については前年比3.4％増の8億
4,200万円ほどを見込んでいます。
　これは、令和4年度課税における個人所得の回
復傾向や近年の人口増加等を背景として、個人町
民税や家屋の固定資産税が増収する見通しであ
り、増額としたことによるものです。
　地方交付税は、地方財政計画等に基づき積算し
ますが、国より示された伸び率等により7,000万
円の増額（前年比6.5％）とし、11億4,400万円
を見込んでいます。
　国庫支出金は、保健衛生費負担金（ワクチン接
種対策負担金）や社会資本整備総合交付金の減少
等により全体で2,300万円ほど減（前年比▲
8.6％）の2億4,100万円ほどを見込んでいます。
　県支出金は、農林水産業費県補助金（元気な農
業産地構造改革支援事業、県単かんがい排水事
業）等の増加により、全体で2,500万円ほど増
（前年比12.3％）の2億2,700万円ほどを見込ん
でいます。財産収入は、ジャストタウン加治田の
分譲開始に伴い、740万円ほど増（前年比
114.1％）の1,400万円ほどを見込んでいます。
寄附金では、ふるさと納税返礼事業について、前
年実績等により3,000万円ほど減（前年比▲
37.5％）の5,000万円ほどを見込んでいます。町
債は、臨時財政対策債発行可能額の大幅な減額見
込等に伴い1,430万円の減（前年比▲23.0％）の
4,800万円ほどとなりました。
　なお、基金繰入金については、歳出に対する不
足財源に対し、財政調整基金１億2,700万円のほ
か、設置目的に沿った事業に対し、まち・ひと・
しごと創生基金2,800万円及びふるさと納税基金1
億1千600万円の計2億7,100万円をそれぞれ充当
しています。また、令和5年度より高齢者保健と
介護予防の取組を一体的な事業として実施するた
め、広域連合からの委託費として670万円ほどを
繰入金として計上しています。

　歳出については、富加町第5次総合計画の基本
目標に沿って、主な新規事業を申し上げます。
　①「健康に暮らせるまちづくり」では、新規事
業として、高齢者活動センターの屋根塗装工事に
476万円、障がい者・児のための基本的施策・目
標・方針を定めるための計画策定業務に312万
円、コロナ禍や物価高騰による生活困窮者の増加
に対応するための生活福祉相談員雇用に256万
円、富加町第3期子ども・子育て支援事業計画を2
か年かけて策定する業務に493万円、とみかこど

一般会計は過去最大規模の予算

道路・河川公園とみぱーくなどの施設整備
予算に重点
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も園及びりんご保育園とみかに通う園児が使用す
るおむつを町で支給する事業に274万円、結婚し
やすい環境をつくり、少子化対策を図るための結
婚新生活支援補助金に90万円、継続事業として、
新型コロナウイルス感染拡大防止を図るためのワ
クチン接種事業に1,111万円を計上しました。
　②「魅力的な生活空間のあるまちづくり」で
は、新規事業として、河川公園「とみぱーく」の
駐車場及び休憩施設整備工事に5,500万円、道路
整備事業のうち前年度に採択された町単工事の施
工に630万円、継続事業として、重点事業である
川浦川左岸線道路整備に8,500万円、2年目となる
特定用途制限地域見直し業務に385万円、人口増
加対策として定住促進奨励金に1,636万円を計上
しました。
　③「快適で安心安全なまちづくり」では、新規
事業として、川小牧地内の山下池廃止に伴い、大
雨による下流域の冠水被害を防止するための排水
路改修工事に2,200万円、避難行動要支援者シス
テム導入経費に99万円、継続事業として、排水対
策である井高地内の町道滝田15号線側溝改修工事
に1,500万円、消費期限を迎える災害用備蓄食糧
品の買換えに154万円、セアカゴケグモ駆除委託
料として20万円を計上しました。
　④「豊かな心と文化を育むまちづくり」では、
新規事業として、タウンホール大ホール調光操作
卓更新工事に2,435万円、富加小学校中舎屋上防
水補修工事に1,760万円、体育器具庫トイレ改修
工事に181万円、文化財保護及び活用事業とし
て、国史跡に指定された「夕田墳墓群」の保存活
用計画策定支援業務を令和5年度より2か年かけて
実施するため、令和5年度分として317万円、杉
洞1号墳の保護範囲を定めるための境界確定及び
分筆業務に136万円、継続事業として、町民及び
地域住民に生の芸術に接する機会を提供する文化
講演事業に588万円を計上しました。
　⑤「魅力と活力あるまちづくり」では、新規事
業として、新規就農者のいちご栽培施設整備及び
認定農業者のトマト栽培施設整備に対する元気な
農業産地構造改革支援事業補助金に4,276万円、
町特産品開発及び事業者支援の一環としてプロ
フェッショナル人材活用事業に204万円、継続事
業として、2年目となる町農業振興地域整備計画
の見直し業務に585万円、町内の商工業活性化を
図るための創業支援事業補助金に100万円、企業
振興奨励金3社分で2,437万円を計上しました。
　⑥「協働で進める自立したまちづくり」では、
新規事業として、各種行政証明書のコンビニ交付
サービスに向けた準備を令和4年度に行ってきま
したが、本年4月から本格運用をスタートするこ

とに伴い623万円、役場庁舎の外壁等改修工事に
3,690万円、町税滞納等の困難事案を整理するた
めの徴収対策アドバイザー設置にかかる人件費に
198万円、令和6年に迎える富加町誕生70周年記
念事業の準備経費に152万円、継続事業として、
住民提案型協働事業補助金に30万円を計上しまし
た。
　一般会計と、3つの特別会計との予算総額は、
46億1,500万円ほどで対前年比4.1％の増とな
り、更に水道事業会計及び下水道事業会計を含め
た予算総額については、51億3,200万円ほどとな
り、前年度を約1億9,500万円上回る大型の予算と
しました。

子ども・子育て支援事業計画策定業務（2か年）

河川公園とみぱーく駐車場及び休憩施設整備工事

山下池下流排水路改修工事

タウンホール大ホール調光操作卓更新工事

元気な農業産地構造改革支援事業補助金

役場庁舎外壁等改修工事

一 般 会 計  

特 別 会 計  

合 　  計

32億6,500万円

13億5,017万円

6億4,900万円

9,805万円

6億 312万円

46億1,517万円

31億2,600万円

13億 854万円

6億4,623万円

8,719万円

5億7,512万円

44億3,454万円

1億3,900万円

4,163万円

277万円

1,086万円

2,800万円

1億8,063万円

4.4％

3.2％

0.4％

12.5％

4.9％

4.1％

493万円

5,500万円

2,200万円

2,435万円

4,276万円

3,690万円

内　　　　　容 予    算

令和５年度一般会計の主な新規事業など

一般会計／特別会計当初予算

国民健康保険

後期高齢者医療

介 護 保 険

令和５年度 令和４年度
比　　較

増　減 比 率

３条（収益的）

４条（資本的）

1億5,474万円

1億5,474万円

7,287万円

1億 350万円

収入

支出

収入

支出

1億5,016万円

1億5,016万円

9,752万円

1億2,286万円

458万円

458万円

▲2,465万円

▲1,936万円

3.1％

3.1％

▲25.3％

▲15.8％

企業会計当初予算

令和５年度水道事業会計 令和４年度
比　　較

増  減 比 率

３条（収益的）

４条（資本的）

3億6,183万円

3億6,183万円

1億5,419万円

1億9,796万円

収入

支出

収入

支出

3億5,213万円

3億5,213万円

1億7,407万円

1億7,787万円

970万円

970万円

▲1,988万円

2,009万円

2.8％

2.8％

▲11.4％

11.3％

令和５年度下水道事業会計 令和４年度
比　　較

増  減 比 率



11資源の有効利用とリサイクルの推進に努めましょう

ＱＲコードからは
議会録画映像を
ご覧いただけます。

TOMIKA GIKAI General questions

＊映像の公開には、一定の期間を要する
　ことがあります。

富加町議会では、議員 1人あたりの持ち時間は 60分です。
「一括」または「一問一答」から質問方式を選択し、議長の
許可を得て質問します。

一般質問は、議員が町政全般について現状や方針を問うものです。
3 月定例会では、6 人の議員が 13 件の質問を行いました。
掲載の内容は、質問及び答弁を要約したものです。
※紙面の都合上、実際の質問の順序を変えて掲載しています。

町

政
＆ＱＱ A

一般質問

Ｑ
A

4月より新設される企画課がふるさと納税を
担当されますが、町の財源確保のための決意
はどうですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　企画課が新設されるにあたり、ふるさと納税
への取組も、成果を出せるようこれまで以上に推進し、も
う一度巻き返しを図りたいと考えています。
　なお、ふるさと納税制度は、幅広く捉えますと町財政の
財源確保や町民税等の減収対策の他にも、町内地場産
業等の振興に大きく寄与する取組であると認識していま
す。企画課の設置を一つの契機として、役場内の組織や
町商工会などとの連携を更に強化し、官民一体となって
町の活性化のために、全力で取り組んでいきます。

一問一答 佐曽利 敏 議員ふるさと納税について

Ｑ
A

過去3年間（R1～R3）のふるさと納税額、返
礼品の推移はどのようでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　寄付額は、令和元年度2,668万円、令和2年度
5,362万円、令和3年度7,126万円と推移しており、令和元
年6月に返礼品の地場産品基準が厳しく見直されて落ち
込んだ後、一旦回復傾向にあったものの、その後の急激な
物価高騰等の影響で今年度の寄付額は前年度に比較し
減額となる見込みです。返礼品の品目数は、令和元年度
132品目、令和2年度111品目、令和3年度124品目と推移
しています。
　寄付金額ベースによる集計では、過去3年度とも、浄水
器関連商品が最上位となっており、木工製品、刃物（刀
剣）、米、ゴルフ場利用チケット等の返礼品を希望される
方が多い状況です。

Ｑ
A

返礼品の開発について、事業所への働きかけ
は行っていますか。

【澤野 総務課長】
　　　　　先進自治体の返礼品等を参考に、提供ができ

そうな商品を取り扱う事業所へは、適宜働きかけを行っ
ています。今年度は、飲食店や木工所など、15事業所に
提案説明などの働きかけを行っています。今後も積極的に
取り組んでいきたいと考えています。
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A 【亀山 住民課長】
　　　　　住民課では、令和5年度から税務係に徴収対
策アドバイザーを設置します。国税などの徴収実務経験
者を採用することで、職員の経験やスキルをカバーしつ
つ、滞納整理の効率化を図ります。また住民係では、これ
までの国民健康保険に加え、後期高齢者医療の事務を担
当することになっています。医療保険事務を集約すること
で窓口を分かり易くするとともに、幅広く医療費の状況を
把握し適正化対策にもつなげていきたいと考えています。
　住民課は窓口業務が主務ですが、今後も正確でより丁
寧に、分かり易い窓口サービスの提供に努めていきたい
と思います。

Ｑ 住民課は、令和5年度から税金の滞納重点対
策に加え、新たに後期高齢者医療事務が加わ
ります。住民課と税務課を別にして取り組ま
れるべきと考えますがいかがですか。

A 【川崎 福祉保健課長】
　　　　　福祉保健課は、令和3年度から福祉係と保健
係に分割し、それぞれに係長を配置することで組織力の
強化を図っているところです。
　福祉と保健の分野は関連する事業が多くあり、重層的
な支援体制を構築してく上でも、地域包括支援センター
を含め、一つの課で各係が互いに連携して事業を進める
方が効果的であると考えています。

Ｑ 団塊の世代が後期高齢者になります。ますま
す福祉関係に対策が必要となってくると思い
ますが、福祉課と保健課が必要ではありませ
んか。

A 【足立 産業環境課長】
　　　　　土地利用基本計画においては、農業振興地域
や都市計画区域、地域森林計画など地域の健全な調和
を図る必要があります。
　現在取り組んでいる農業振興整備計画や、都市計画特
定用途制限地域の見直し業務においても、建設課をはじ
め関係課や関係機関からの意見聴取や協議調整により
作業を進めることは可能であり、一般的なことでもあるこ

Ｑ 5年後の農地・農業が心配されます。また、
多くの住宅地ができており、道路や排水を含
めた都市計画の見直しが不可欠です。建設課
と協議され、組織を見直されませんか。

A 【山田 建設課長】
　　　　　建設課が所管する事務は、道路・排水路・上
水道・下水道など基盤を整備する課として多岐に渡る事務
を行っています。現在進行中の町主要路線の整備におい
ても、道路建設・上下水道整備など連携調整が非常に重
要であり、係が同じ課ということもあり、工程管理の調整
などがうまく機能していると思います。自治体の規模にも
よりますが、近隣市町村にも水道課や都市計画課があり
ますので組織の構成としてはあると思います。
　しかし、限られた人員の中で　かつ自治体規模にあっ
た組織を検討する必要があると思います。

Ｑ 建設課は、建設、土木、都市計画、上水道、
下水道と多岐に渡り、上水道の配水管の老朽
化更新と都市計画が大きな課題です。水道
課、都市計画課が必要ではありませんか。

A 【澤野 総務課長】
　　　　　企画課の分掌は、現在、企画係が担当する予
算や財政に関すること、行政改革に関すること、広報・広
聴及び統計に関すること、そして、重要施策の企画及び総
合調整に関することなどです。その他、自治体DXや、ふる
さと納税制度等についても、取組を一層強化し役場組織
において各課連携をリードし、多種多様化する行政ニーズ
にもきめ細かく対応していきたいと考えています。

Ｑ 新設される企画課は、まちづくりに関する主
要施策の企画立案への取組など、3年先、5
年先の施策のために非常に大切だと思います
が、現在の総務課との仕事分担はどのように
考えていますか。

Ｑ
A

「とみチケ」事業の自己評価をお聞きします。

【澤野 総務課長】
　　　　　この事業は、議員の皆様方からご提案いただ
いた事業を事業所支援策として具現化し、思い切って実
施できたことで、一定の成果があったと自己評価していま
す。
　反省点を2つほど挙げますと、1つ目は、国の制度上、年
度内に完了する制約があったことから、駆け足での実施と
なったことです。このため、販売していただく期間が約2か
月となり、事業者の方にご負担をお掛けすることになった
と感じています。
　2つ目は、事業所ごとの販売状況を適宜ホームページ上
等により情報提供できるとよかったと思っています。

とみかプレミアム付き元気チケット

役場庁舎内の総合案内表示板

一問一答 梅村 登次 議員一歩前の富加町へ

Ｑ
A

チケットの販売状況や、事業所別の購入状況
はどうでしたか。また、町内、町外別の購入
状況はどうでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　この事業には、町内44事業所が参加され、町
から事業所に計7,490シートの交付（交付率93.6％）を行
いました。全交付枚数7,490枚のうち、7,117枚が販売（販
売率95.0％）され、373枚（5％分）が、事業所に残った分
として、町に返却いただきました。
　また、町内外別の購入割合では、町内53.4%、町外
46.6%となりました。

Ｑ
A

事業所によっては、短期間で完売したと聞い
ていますがどうでしたか。
また、町民の方の評価はいかがでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　事業所によっては、発売開始日に完売したとこ
ろがあったとお聞きしています。一部の取扱事業所や一
般の購入希望者の方から、電話等によるご意見はいただ
いていますが、事業の評価については今後、アンケート調
査等により効果検証し、公表させていただきたいと考えて
います。

Ｑ
A

教育委員会が教育課とこども課の２つになっ
たこと評価と問題点についてお聞きします。

【坂井 教育長】
　　　　　2つの課に分かれて1年が経ち、評価はまだ早
いと思われますが、住民のニーズに応じた迅速で、専門的
な職員の対応ができるようになったこと、または、町民一
人一人に寄り添ったきめ細かな支援ができるようになった
ことが大きな成果です。子育て支援に関する事務がこども

一問一答 梅村 登次 議員「とみチケ」事業について　

Ｑ
A

富加町を一歩前に進めるための組織に関する
全体的なお考えをお聞きします。

【板津 町長】
　　　　　役場の組織再編への取組は、概ね5年ごとに
行っており、現在の組織体制は平成23年度からです。令
和4年度にこども課を設置し、令和5年度は企画課を新設
することとしましたが、現段階では、それ以外の課は具体
的な組織再編の構想はありません。しかし、時代に即し
た組織再編は必要であると考えており、特に少子化対策
や行政のデジタル化などは、国や県が最も力を入れている

とから、現在のところ組織見直しの必要性は認識しており
ません。

課に集約されたことで、子どもや保護者などの必要な情報
を集中管理することや、専門職による相談業務などのきめ
細かい支援がタイムリーにできるようになりました。
　課題点を挙げるとすれば、教育課とこども課の窓口が2
つになったことで、町民の方が戸惑われることがあるとい
う点です。しかし、これは時間が経てば解消される課題だ
と考えます。

ものの一つであり、本町としても全庁体制で取組を強化し
ていかなければならないと考えていますので、必要により
組織再編は行っていきます。
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A 【亀山 住民課長】
　　　　　住民課では、令和5年度から税務係に徴収対
策アドバイザーを設置します。国税などの徴収実務経験
者を採用することで、職員の経験やスキルをカバーしつ
つ、滞納整理の効率化を図ります。また住民係では、これ
までの国民健康保険に加え、後期高齢者医療の事務を担
当することになっています。医療保険事務を集約すること
で窓口を分かり易くするとともに、幅広く医療費の状況を
把握し適正化対策にもつなげていきたいと考えています。
　住民課は窓口業務が主務ですが、今後も正確でより丁
寧に、分かり易い窓口サービスの提供に努めていきたい
と思います。

Ｑ 住民課は、令和5年度から税金の滞納重点対
策に加え、新たに後期高齢者医療事務が加わ
ります。住民課と税務課を別にして取り組ま
れるべきと考えますがいかがですか。

A 【川崎 福祉保健課長】
　　　　　福祉保健課は、令和3年度から福祉係と保健
係に分割し、それぞれに係長を配置することで組織力の
強化を図っているところです。
　福祉と保健の分野は関連する事業が多くあり、重層的
な支援体制を構築してく上でも、地域包括支援センター
を含め、一つの課で各係が互いに連携して事業を進める
方が効果的であると考えています。

Ｑ 団塊の世代が後期高齢者になります。ますま
す福祉関係に対策が必要となってくると思い
ますが、福祉課と保健課が必要ではありませ
んか。

A 【足立 産業環境課長】
　　　　　土地利用基本計画においては、農業振興地域
や都市計画区域、地域森林計画など地域の健全な調和
を図る必要があります。
　現在取り組んでいる農業振興整備計画や、都市計画特
定用途制限地域の見直し業務においても、建設課をはじ
め関係課や関係機関からの意見聴取や協議調整により
作業を進めることは可能であり、一般的なことでもあるこ

Ｑ 5年後の農地・農業が心配されます。また、
多くの住宅地ができており、道路や排水を含
めた都市計画の見直しが不可欠です。建設課
と協議され、組織を見直されませんか。

A 【山田 建設課長】
　　　　　建設課が所管する事務は、道路・排水路・上
水道・下水道など基盤を整備する課として多岐に渡る事務
を行っています。現在進行中の町主要路線の整備におい
ても、道路建設・上下水道整備など連携調整が非常に重
要であり、係が同じ課ということもあり、工程管理の調整
などがうまく機能していると思います。自治体の規模にも
よりますが、近隣市町村にも水道課や都市計画課があり
ますので組織の構成としてはあると思います。
　しかし、限られた人員の中で　かつ自治体規模にあっ
た組織を検討する必要があると思います。

Ｑ 建設課は、建設、土木、都市計画、上水道、
下水道と多岐に渡り、上水道の配水管の老朽
化更新と都市計画が大きな課題です。水道
課、都市計画課が必要ではありませんか。

A 【澤野 総務課長】
　　　　　企画課の分掌は、現在、企画係が担当する予
算や財政に関すること、行政改革に関すること、広報・広
聴及び統計に関すること、そして、重要施策の企画及び総
合調整に関することなどです。その他、自治体DXや、ふる
さと納税制度等についても、取組を一層強化し役場組織
において各課連携をリードし、多種多様化する行政ニーズ
にもきめ細かく対応していきたいと考えています。

Ｑ 新設される企画課は、まちづくりに関する主
要施策の企画立案への取組など、3年先、5
年先の施策のために非常に大切だと思います
が、現在の総務課との仕事分担はどのように
考えていますか。

Ｑ
A

「とみチケ」事業の自己評価をお聞きします。

【澤野 総務課長】
　　　　　この事業は、議員の皆様方からご提案いただ
いた事業を事業所支援策として具現化し、思い切って実
施できたことで、一定の成果があったと自己評価していま
す。
　反省点を2つほど挙げますと、1つ目は、国の制度上、年
度内に完了する制約があったことから、駆け足での実施と
なったことです。このため、販売していただく期間が約2か
月となり、事業者の方にご負担をお掛けすることになった
と感じています。
　2つ目は、事業所ごとの販売状況を適宜ホームページ上
等により情報提供できるとよかったと思っています。

とみかプレミアム付き元気チケット

役場庁舎内の総合案内表示板

一問一答 梅村 登次 議員一歩前の富加町へ

Ｑ
A

チケットの販売状況や、事業所別の購入状況
はどうでしたか。また、町内、町外別の購入
状況はどうでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　この事業には、町内44事業所が参加され、町
から事業所に計7,490シートの交付（交付率93.6％）を行
いました。全交付枚数7,490枚のうち、7,117枚が販売（販
売率95.0％）され、373枚（5％分）が、事業所に残った分
として、町に返却いただきました。
　また、町内外別の購入割合では、町内53.4%、町外
46.6%となりました。

Ｑ
A

事業所によっては、短期間で完売したと聞い
ていますがどうでしたか。
また、町民の方の評価はいかがでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　事業所によっては、発売開始日に完売したとこ
ろがあったとお聞きしています。一部の取扱事業所や一
般の購入希望者の方から、電話等によるご意見はいただ
いていますが、事業の評価については今後、アンケート調
査等により効果検証し、公表させていただきたいと考えて
います。

Ｑ
A

教育委員会が教育課とこども課の２つになっ
たこと評価と問題点についてお聞きします。

【坂井 教育長】
　　　　　2つの課に分かれて1年が経ち、評価はまだ早
いと思われますが、住民のニーズに応じた迅速で、専門的
な職員の対応ができるようになったこと、または、町民一
人一人に寄り添ったきめ細かな支援ができるようになった
ことが大きな成果です。子育て支援に関する事務がこども

一問一答 梅村 登次 議員「とみチケ」事業について　

Ｑ
A

富加町を一歩前に進めるための組織に関する
全体的なお考えをお聞きします。

【板津 町長】
　　　　　役場の組織再編への取組は、概ね5年ごとに
行っており、現在の組織体制は平成23年度からです。令
和4年度にこども課を設置し、令和5年度は企画課を新設
することとしましたが、現段階では、それ以外の課は具体
的な組織再編の構想はありません。しかし、時代に即し
た組織再編は必要であると考えており、特に少子化対策
や行政のデジタル化などは、国や県が最も力を入れている

とから、現在のところ組織見直しの必要性は認識しており
ません。

課に集約されたことで、子どもや保護者などの必要な情報
を集中管理することや、専門職による相談業務などのきめ
細かい支援がタイムリーにできるようになりました。
　課題点を挙げるとすれば、教育課とこども課の窓口が2
つになったことで、町民の方が戸惑われることがあるとい
う点です。しかし、これは時間が経てば解消される課題だ
と考えます。

ものの一つであり、本町としても全庁体制で取組を強化し
ていかなければならないと考えていますので、必要により
組織再編は行っていきます。
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A 【亀山 住民課長】
　　　　　令和5年2月末現在、本町のマイナンバーカード
の申請率は73.6％です。
　国は、令和5年度から自治体ごとのカード交付率も活用し
て、地方交付税の算定に反映させる措置を講じるとしてい
ます。算定では、「地域デジタル社会推進費2,000億円」の
事業期間が令和7年度まで延長され、また取組事業費とし
て500億円が増額されました。この500億円について、カー
ドの交付率も活用して全ての自治体の財政需要が増額算
定されます。
　また、交付率が高い上位3分の1の自治体が達している交
付率以上の自治体に、割増率による算定が行われる仕組み
となっています。

Ｑ 今現在、富加町のマイナンバーカードの申請率
はどれほどですか。また、各自治体への地方交
付税の算定基準に、交付率が関係すると言われ
ていますがどうですか。

A 【山田 建設課長】
　　　　　町営住宅管理条例の規定の「保証人を必要と
しない」特別な事情としては、災害等の被災者受入れや、
DV被害者など緊急避難が必要な場合などを想定してい
ますので、国からの通知とは異なります。

Ｑ 国土交通省では2018年に保証人規定削除の
要請があり、新聞報道がなされています。町
には、「特別の事情があると認めるものに対
しては、保証人は必要としない」とあります
が、この削除と特別な事情は違うのではない
のですか。

Ｑ
A

マイナンバーカードを取得しない人や、紛失し
た人に資格確認書を交付するようですが、間
違いありませんか。

【亀山 住民課長】
　　　　　令和6年秋から現在の健康保険者証を廃止
し、マイナンバーカードに一体化する見直しにおいて、国は
カードを取得していない人や紛失した人などに資格確認
書を交付する方針であると認識しています。

一問一答 山田 直行 議員マイナンバーカードについて

Ｑ
A

乳幼児、高齢者へはどのように対応していま
すか。

【亀山 住民課長】
　　　　　マイナンバーカードの申請については、「申請
サポート」を住民課窓口で行っています。また、シニアクラ
ブや地域のいきいきサロンなど、高齢者の方の会合の場
に出向いて申請をお手伝いする「申請出張サポート」も適
宜行っているところです。
 カードの交付については、申請者本人の来庁による受取
が原則となっていますが、病気や身体の障がいがあるなど
の理由で来庁が困難な場合に限り、代理人に受取を委任
することができますので、事前にご相談をいただきながら
対応させていただきます。

町内農業者の農作業のようす（滝田地内）

町営高畑住宅（高畑地内）

一問一答 井戸　亨 議員町営住宅の入居時の保証人規定について　

Ｑ
A

町営住宅の入居時において、保証人規定はま
だありますか。また、この規定はなぜあるの
ですか。

【山田 建設課長】
　　　　　現在も町営住宅の入居者には、保証人をお願
いしています。保証人規定のある理由としては、家賃や退
去修繕費用等の債権保証はもちろんのことですが、緊急
時の連絡や亡くなられた場合の身元引受なども保証人設
置の目的としています。

Ｑ
A

本来、公営住宅は一般の住宅に入居できない
方のセーフティーネットですが、これが十分機
能してないと思いますが見解をお聞きします。

【山田 建設課長】
　　　　　公営住宅は、一般的に低所得者や高齢者など

一問一答

Ｑ
A

井戸　亨 議員農業の将来の在り方について　

長期的視野に立って、将来の富加町の農業を
模索するべき時に来ていると考えますがどう
ですか。

【板津 町長】
　　　　　現在の農業を取り巻く状況は、ロシアのウクラ
イナ侵攻等の影響により燃料や資材の高騰で負担が増加
し厳しいものであり、また全国的な課題でもある農業者
の高齢化や後継者の不在は、本町でも将来への懸案であ
ると認識しています。今後、本町の農業の将来の在り方に
ついては、次の４つの柱を中心に推進していくことが大切
であると考えています。
　1つ目は農地の保全と荒廃防止、2つ目は地域農業を支
える担い手の育成・確保とその支援、3つ目は農地集積の
推進、4つ目は水田農業の高収益化への体制づくりの推

一問一答 井戸　亨 議員小学校高学年の教科担任制について

Ｑ

A

財務大臣が第211回通常国会の財政演説の
中で、「小学校高学年における教科担任制の
推進等のため、教職員定数の合理化を図りつ
つ、必要な措置を講じる…」と発言されまし
た。町教育委員会では、どんな施策を考えて
いますか。

【坂井 教育長】
　　　　　教科担任制の導入は、次の3つの利点が考え
られます。一つ目は児童の学力の向上です。専門的な知識
や技術を身につけた先生、得意とする先生による授業を
実施するからです。二つ目は、児童理解です。多くの先生
の眼で指導することで、児童個々のよさを認め励ますこと

ができるからです。三つ目は学級担任の業務を見直し軽
減できることです。教材研究や持ち時間数を減らすことが
できるからです。　
　現在、高学年の１週間の学習時間数は約29時間です。
今年度の教科担任による授業数は、1週間に3時間から5
時間程度実施しています。あとは、学級担任による授業で
す。富加小学校は、令和5年度から、教科担任による授業
を1週間に10時間程度に増やす計画をしています。町とし
ても、高学年の専門的な書道、音楽または算数などの指
導にかかる経費を、令和5年度から予算計上することで、
学校の教科担任、得意担任制を推進していきたいと考え
ています。

進です。施策推進のためには、何よりも担い手の存在が必
要不可欠と認識しています。安定した地域農業を継続する
ために、担い手体制の確立をまずは喫緊の課題として最
優先に考え、将来に渡り、「とみかの農業」を守っていき
たいと考えています。

社会的に支援が必要な方々が入居する住宅で、家賃や管
理費が比較的安価であることや、入居者の収入に応じた
家賃設定が行われており、セーフティーネットとしての役割
を果たしていると思っています。国から通知された保証人
規定の撤廃について、岐阜県内でも保証人を要件として
いないのは2市町村のみです。
　保証人制度は、入居者の不安定な金銭面をカバーする
とともに長く住み続けるための仕組みとして機能している
と思っていますので、今のところ規定の撤廃は考えており
ません。少なくとも本町では、セーフティーネットを維持で
きていますが、今後の保証人制度についての動向を注視
していきたいと思います。
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A 【亀山 住民課長】
　　　　　令和5年2月末現在、本町のマイナンバーカード
の申請率は73.6％です。
　国は、令和5年度から自治体ごとのカード交付率も活用し
て、地方交付税の算定に反映させる措置を講じるとしてい
ます。算定では、「地域デジタル社会推進費2,000億円」の
事業期間が令和7年度まで延長され、また取組事業費とし
て500億円が増額されました。この500億円について、カー
ドの交付率も活用して全ての自治体の財政需要が増額算
定されます。
　また、交付率が高い上位3分の1の自治体が達している交
付率以上の自治体に、割増率による算定が行われる仕組み
となっています。

Ｑ 今現在、富加町のマイナンバーカードの申請率
はどれほどですか。また、各自治体への地方交
付税の算定基準に、交付率が関係すると言われ
ていますがどうですか。

A 【山田 建設課長】
　　　　　町営住宅管理条例の規定の「保証人を必要と
しない」特別な事情としては、災害等の被災者受入れや、
DV被害者など緊急避難が必要な場合などを想定してい
ますので、国からの通知とは異なります。

Ｑ 国土交通省では2018年に保証人規定削除の
要請があり、新聞報道がなされています。町
には、「特別の事情があると認めるものに対
しては、保証人は必要としない」とあります
が、この削除と特別な事情は違うのではない
のですか。

Ｑ
A

マイナンバーカードを取得しない人や、紛失し
た人に資格確認書を交付するようですが、間
違いありませんか。

【亀山 住民課長】
　　　　　令和6年秋から現在の健康保険者証を廃止
し、マイナンバーカードに一体化する見直しにおいて、国は
カードを取得していない人や紛失した人などに資格確認
書を交付する方針であると認識しています。

一問一答 山田 直行 議員マイナンバーカードについて

Ｑ
A

乳幼児、高齢者へはどのように対応していま
すか。

【亀山 住民課長】
　　　　　マイナンバーカードの申請については、「申請
サポート」を住民課窓口で行っています。また、シニアクラ
ブや地域のいきいきサロンなど、高齢者の方の会合の場
に出向いて申請をお手伝いする「申請出張サポート」も適
宜行っているところです。
 カードの交付については、申請者本人の来庁による受取
が原則となっていますが、病気や身体の障がいがあるなど
の理由で来庁が困難な場合に限り、代理人に受取を委任
することができますので、事前にご相談をいただきながら
対応させていただきます。

町内農業者の農作業のようす（滝田地内）

町営高畑住宅（高畑地内）

一問一答 井戸　亨 議員町営住宅の入居時の保証人規定について　

Ｑ
A

町営住宅の入居時において、保証人規定はま
だありますか。また、この規定はなぜあるの
ですか。

【山田 建設課長】
　　　　　現在も町営住宅の入居者には、保証人をお願
いしています。保証人規定のある理由としては、家賃や退
去修繕費用等の債権保証はもちろんのことですが、緊急
時の連絡や亡くなられた場合の身元引受なども保証人設
置の目的としています。

Ｑ
A

本来、公営住宅は一般の住宅に入居できない
方のセーフティーネットですが、これが十分機
能してないと思いますが見解をお聞きします。

【山田 建設課長】
　　　　　公営住宅は、一般的に低所得者や高齢者など

一問一答

Ｑ
A

井戸　亨 議員農業の将来の在り方について　

長期的視野に立って、将来の富加町の農業を
模索するべき時に来ていると考えますがどう
ですか。

【板津 町長】
　　　　　現在の農業を取り巻く状況は、ロシアのウクラ
イナ侵攻等の影響により燃料や資材の高騰で負担が増加
し厳しいものであり、また全国的な課題でもある農業者
の高齢化や後継者の不在は、本町でも将来への懸案であ
ると認識しています。今後、本町の農業の将来の在り方に
ついては、次の４つの柱を中心に推進していくことが大切
であると考えています。
　1つ目は農地の保全と荒廃防止、2つ目は地域農業を支
える担い手の育成・確保とその支援、3つ目は農地集積の
推進、4つ目は水田農業の高収益化への体制づくりの推

一問一答 井戸　亨 議員小学校高学年の教科担任制について

Ｑ

A

財務大臣が第211回通常国会の財政演説の
中で、「小学校高学年における教科担任制の
推進等のため、教職員定数の合理化を図りつ
つ、必要な措置を講じる…」と発言されまし
た。町教育委員会では、どんな施策を考えて
いますか。

【坂井 教育長】
　　　　　教科担任制の導入は、次の3つの利点が考え
られます。一つ目は児童の学力の向上です。専門的な知識
や技術を身につけた先生、得意とする先生による授業を
実施するからです。二つ目は、児童理解です。多くの先生
の眼で指導することで、児童個々のよさを認め励ますこと

ができるからです。三つ目は学級担任の業務を見直し軽
減できることです。教材研究や持ち時間数を減らすことが
できるからです。　
　現在、高学年の１週間の学習時間数は約29時間です。
今年度の教科担任による授業数は、1週間に3時間から5
時間程度実施しています。あとは、学級担任による授業で
す。富加小学校は、令和5年度から、教科担任による授業
を1週間に10時間程度に増やす計画をしています。町とし
ても、高学年の専門的な書道、音楽または算数などの指
導にかかる経費を、令和5年度から予算計上することで、
学校の教科担任、得意担任制を推進していきたいと考え
ています。

進です。施策推進のためには、何よりも担い手の存在が必
要不可欠と認識しています。安定した地域農業を継続する
ために、担い手体制の確立をまずは喫緊の課題として最
優先に考え、将来に渡り、「とみかの農業」を守っていき
たいと考えています。

社会的に支援が必要な方々が入居する住宅で、家賃や管
理費が比較的安価であることや、入居者の収入に応じた
家賃設定が行われており、セーフティーネットとしての役割
を果たしていると思っています。国から通知された保証人
規定の撤廃について、岐阜県内でも保証人を要件として
いないのは2市町村のみです。
　保証人制度は、入居者の不安定な金銭面をカバーする
とともに長く住み続けるための仕組みとして機能している
と思っていますので、今のところ規定の撤廃は考えており
ません。少なくとも本町では、セーフティーネットを維持で
きていますが、今後の保証人制度についての動向を注視
していきたいと思います。



16 みんなで創る  誰もが住みよい  ちょうどいいまち  とみか

社会福祉協議会に運営を委託する「どうだん」（羽生地内）

小中学生が使用しているタブレット

Ｑ
A

民間委託事業は、継続性について不安定との
印象を受けますが、どうだん施設は今後どう
なりますか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　今後の利用状況を見ながら、施設の有効活用
を図るための方策を検討していきたいと考えています。

Ｑ
A

直近3年や、制度開始の2008年から2021
年度の合計収支（寄付額－返礼品－町税減
収）の総括は、赤字もしくは黒字ですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　直近3年間の収支は、6,497万円ほどの黒字と
なっています。また、制度が開始された2008年から、昨
年度までの収支も、7億4,234万円ほどの黒字となってい
ます。

Ｑ
A

地方自治体間での寄付金の争奪戦は激しくな
ると思われ、町の取組目標が必要ではないか
と思いますがどうですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　今後、ふるさと納税制度を活用した寄付金
は、都市部の大きな自治体が、本格的な減税対策に取り
組まれることが予想されますので、こうした環境は益々厳
しくなると感じています。このような状況下ですが、自治体

一問一答 木村 康夫 議員消火用水源について

Ｑ
A

駅前の防火水槽の水漏れについてお聞きしま
す。早急な修理が必要と思いますがどうです
か。

【澤野 総務課長】
　　　　　防火水槽は、老朽化による漏水のため、早急
に対策を講じる必要があると認識しています。しかし、防
火水槽付近の水利状況は、消火栓が整備されており、消
防水利の設置基準を満たしていることから、廃止すること
も選択肢の一つとして現在、地元消防団や自治会にも相
談のうえ、検討しているところです。

Ｑ
A

滝田橋近辺の工場火災の状況について、消火
活動で放水が遅いように感じましたが、状況
はどうでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　去る11月1日未明に、滝田地内で発生した建物
火災の消火活動の際に、放水が遅いように感じたとのご
指摘ですが、午前3時50分に防災無線による火災放送が
あり、常備消防である可茂消防署による放水が開始され
たのは、午前3時59分です。その後、消防団等が随時到着
し、タンク車への補水や直接放水等など、懸命な消火活
動がなされたもので、放水が遅いといった認識は持ってお
りません。

Ｑ

A

個人情報の保護モラルやネットリテラシー
（インターネットの情報や事象を正しく理解
し、適切に判断、運用できる能力）の教育は
どのように行われていますか。

【川合 教育課長】
　　　　　令和2年度からの新学習指導要領では、情報
活用能力を「学習の基盤となる資質・能力」と位置づけ、
教科横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする
ことを明記しています。実際の教育活動において、情報及
び情報手段を主体的に選択し、活用していくための基礎
的な力を「情報活用能力」とし、タブレット端末の活用、
プログラミング教育、情報モラルの3つの力がつくよう年
間指導計画に位置付け、教育課程が編成され指導してい
ます。

Ｑ 町内において、消火栓等の消火設備の充実度
はいかがですか。建物ベースで何％確保され
ていますか。消火設備の無い地域や建物への
水源の確保の状況はどうですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　建物ベースの確保率は、数値で算出すること
が困難ですので、代わって町内の設置総数でお答えしま
すと、消火栓189基、防火水槽50基です。充実度について
は、市街地・集落内では、概ね消防水利の設置基準を満
たしていると認識しています。
　また、水道管がなく消火栓等を整備することができな
い区域については、農業用パイプラインを非常時に限り
緊急水利施設として使用させていただく協定を結んでい
ます。また、消防団の機動演習訓練では、河川水のほか、
羽生用水・絹丸用水等を水利と想定した訓練も実施して
いるところです。

一問一答 木村 康夫 議員ＧＩＧＡスクールについて

Ｑ
A

ネット端末導入後のトラブルの実態はいかが
ですか。

【川合 教育課長】
　　　　　令和3年4月に一人一台のタブレット端末が貸
与され、学校での授業を中心に家庭学習やリモート授業
などで使用していますが、タブレット導入後のトラブルは
ないものと認識しています。このタブレットには子ども同
士で通信できる機能はなく、タブレットを介した誹謗中傷
等のトラブルはありません。
　授業では、授業支援ソフトの機能を使用し、先生との
双方向のみの通信となります。また、セキュリティー対策に
より、アプリのインストールや学習に関連しないものは検
索もできない設定となっています。授業中に机からの落下
により年間十数台ほどのタブレットの破損や故障があり
ますが、タブレットの取扱いは先生方が指導を重ねている
ところです。

一問一答 木村 康夫 議員介護予防拠点施設（ふれあいサロンどうだん）について

Ｑ
A

どうだんの営業が令和5年3月末で終了する
のですか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　ふれあいサロンどうだんは、これまで「とみか
のわっか」さんが中心となって運営されてきましたが、令
和5年3月末で活動を休止されることとなりました。20年
という長年の活動に深く感謝申し上げる次第です。
　4月からは、現在、指定管理者である富加町社会福祉
協議会が、喫茶部分を含め、サロンを運営していく予定
となっています。

一問一答 木村 康夫 議員ふるさと納税の利益について

Ｑ
A

新型コロナやエネルギー高騰等の影響など、
経営状態はいかがですか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　どうだんは、元々営利を目的とした施設ではな
く、施設運営に必要な経費は指定管理料として算定して
いますので、経営が不安定という状況ではないものと考え
ていますが、新型コロナの影響による営業日の減少や電

の努力次第で、貴重な財源を確保できる制度ですので、こ
れまで以上に推進していきます。
　具体的な取組目標については、今後の制度改正や経
済状況等による影響が大きく、見通しが大変不透明なと
ころがあることから、非常に立てにくい状況ですが、寄
付額の増加に向け最大限の努力をしていきたいと考えて
います。

気代など物価高騰の影響は、少なからず経営に影響して
いるものと思われます。



17資源の有効利用とリサイクルの推進に努めましょう

社会福祉協議会に運営を委託する「どうだん」（羽生地内）

小中学生が使用しているタブレット

Ｑ
A

民間委託事業は、継続性について不安定との
印象を受けますが、どうだん施設は今後どう
なりますか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　今後の利用状況を見ながら、施設の有効活用
を図るための方策を検討していきたいと考えています。

Ｑ
A

直近3年や、制度開始の2008年から2021
年度の合計収支（寄付額－返礼品－町税減
収）の総括は、赤字もしくは黒字ですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　直近3年間の収支は、6,497万円ほどの黒字と
なっています。また、制度が開始された2008年から、昨
年度までの収支も、7億4,234万円ほどの黒字となってい
ます。

Ｑ
A

地方自治体間での寄付金の争奪戦は激しくな
ると思われ、町の取組目標が必要ではないか
と思いますがどうですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　今後、ふるさと納税制度を活用した寄付金
は、都市部の大きな自治体が、本格的な減税対策に取り
組まれることが予想されますので、こうした環境は益々厳
しくなると感じています。このような状況下ですが、自治体

一問一答 木村 康夫 議員消火用水源について

Ｑ
A

駅前の防火水槽の水漏れについてお聞きしま
す。早急な修理が必要と思いますがどうです
か。

【澤野 総務課長】
　　　　　防火水槽は、老朽化による漏水のため、早急
に対策を講じる必要があると認識しています。しかし、防
火水槽付近の水利状況は、消火栓が整備されており、消
防水利の設置基準を満たしていることから、廃止すること
も選択肢の一つとして現在、地元消防団や自治会にも相
談のうえ、検討しているところです。

Ｑ
A

滝田橋近辺の工場火災の状況について、消火
活動で放水が遅いように感じましたが、状況
はどうでしたか。

【澤野 総務課長】
　　　　　去る11月1日未明に、滝田地内で発生した建物
火災の消火活動の際に、放水が遅いように感じたとのご
指摘ですが、午前3時50分に防災無線による火災放送が
あり、常備消防である可茂消防署による放水が開始され
たのは、午前3時59分です。その後、消防団等が随時到着
し、タンク車への補水や直接放水等など、懸命な消火活
動がなされたもので、放水が遅いといった認識は持ってお
りません。

Ｑ

A

個人情報の保護モラルやネットリテラシー
（インターネットの情報や事象を正しく理解
し、適切に判断、運用できる能力）の教育は
どのように行われていますか。

【川合 教育課長】
　　　　　令和2年度からの新学習指導要領では、情報
活用能力を「学習の基盤となる資質・能力」と位置づけ、
教科横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする
ことを明記しています。実際の教育活動において、情報及
び情報手段を主体的に選択し、活用していくための基礎
的な力を「情報活用能力」とし、タブレット端末の活用、
プログラミング教育、情報モラルの3つの力がつくよう年
間指導計画に位置付け、教育課程が編成され指導してい
ます。

Ｑ 町内において、消火栓等の消火設備の充実度
はいかがですか。建物ベースで何％確保され
ていますか。消火設備の無い地域や建物への
水源の確保の状況はどうですか。

【澤野 総務課長】
　　　　　建物ベースの確保率は、数値で算出すること
が困難ですので、代わって町内の設置総数でお答えしま
すと、消火栓189基、防火水槽50基です。充実度について
は、市街地・集落内では、概ね消防水利の設置基準を満
たしていると認識しています。
　また、水道管がなく消火栓等を整備することができな
い区域については、農業用パイプラインを非常時に限り
緊急水利施設として使用させていただく協定を結んでい
ます。また、消防団の機動演習訓練では、河川水のほか、
羽生用水・絹丸用水等を水利と想定した訓練も実施して
いるところです。

一問一答 木村 康夫 議員ＧＩＧＡスクールについて

Ｑ
A

ネット端末導入後のトラブルの実態はいかが
ですか。

【川合 教育課長】
　　　　　令和3年4月に一人一台のタブレット端末が貸
与され、学校での授業を中心に家庭学習やリモート授業
などで使用していますが、タブレット導入後のトラブルは
ないものと認識しています。このタブレットには子ども同
士で通信できる機能はなく、タブレットを介した誹謗中傷
等のトラブルはありません。
　授業では、授業支援ソフトの機能を使用し、先生との
双方向のみの通信となります。また、セキュリティー対策に
より、アプリのインストールや学習に関連しないものは検
索もできない設定となっています。授業中に机からの落下
により年間十数台ほどのタブレットの破損や故障があり
ますが、タブレットの取扱いは先生方が指導を重ねている
ところです。

一問一答 木村 康夫 議員介護予防拠点施設（ふれあいサロンどうだん）について

Ｑ
A

どうだんの営業が令和5年3月末で終了する
のですか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　ふれあいサロンどうだんは、これまで「とみか
のわっか」さんが中心となって運営されてきましたが、令
和5年3月末で活動を休止されることとなりました。20年
という長年の活動に深く感謝申し上げる次第です。
　4月からは、現在、指定管理者である富加町社会福祉
協議会が、喫茶部分を含め、サロンを運営していく予定
となっています。

一問一答 木村 康夫 議員ふるさと納税の利益について

Ｑ
A

新型コロナやエネルギー高騰等の影響など、
経営状態はいかがですか。

【川崎 福祉保健課長】
　　　　　どうだんは、元々営利を目的とした施設ではな
く、施設運営に必要な経費は指定管理料として算定して
いますので、経営が不安定という状況ではないものと考え
ていますが、新型コロナの影響による営業日の減少や電

の努力次第で、貴重な財源を確保できる制度ですので、こ
れまで以上に推進していきます。
　具体的な取組目標については、今後の制度改正や経
済状況等による影響が大きく、見通しが大変不透明なと
ころがあることから、非常に立てにくい状況ですが、寄
付額の増加に向け最大限の努力をしていきたいと考えて
います。

気代など物価高騰の影響は、少なからず経営に影響して
いるものと思われます。



18 みんなで創る  誰もが住みよい  ちょうどいいまち  とみか

　冬の野鳥が去りつつあります。琵琶湖の
オオワシ、ヒシクイ、コハクチョウ、中山道
会館のヒレンジャク、やすらぎの森のウソは
有名、常連のジョウビタキ、ルリビタキ、シ
ロハラ、ミヤマホオジロ、オシドリなどにも
会えました。マヒワに会えなかったことや、
木曽川のカモ類がほとんど見られなかった
こと、全体的に数が少なかったことは残念
でした。年々、冬が暖かくなっているかなと
は感じますが、鳥たちは、きっと自分たちの
気に入ったところで冬を過ごしていたので
しょう。
　気候温暖化の対策が国際社会で取り組
まれ、CO2削減に注力されています。発電
を再生可能エネルギーに、自動車をEVに、
などが実施されつつありますが、極端な
CO2排出規制は無理があるように感じます。
　草木が芽吹き始め、夏鳥の飛来が待ち遠
しい季節になります。エナガは既に巣立ち
をしているでしょう。今年の野鳥の子育ては
どうなのでしょうか。楽しみです。
　第18期の町議会議員の任期も残すとこ
ろわずかとなりました。この4月の改選は、
新たな町議会への羽ばたきとなりますが、
町民の皆様のより良い生活のために努力し
ていくことに変わりはありません。4年間、
皆様から温かいご指導、ご声援を賜りまし
たこと、議員一同厚く御礼申し上げます。

   （文責　木村 康夫）

議会広報委員会　
　委員／梅村登次・木村康夫

詳しくは、議会事務局まで
お問い合わせください。

3月定例会の初日を1名の方が、最終日を
3名の方が傍聴されました。貴重なご意見
ご感想、ありがとうございました。声

町議会を

次回定例会は6月に開催

傍聴
みませんか？

して

とみぱん

富加町マスコット
キャラクター

町民のみなさん

1月

1月～3月

8日 町消防団出初式
 二十歳を祝う集い
20日 例月出納検査　　　　　　　　　　　　   　　　
26日 可茂地域町村行政懇話会
31日 第１回臨時会
 議会運営委員会
 地方財政対策等説明会　　　　　　　　    　　　

2月
2日 可茂町村議会正副議長研修会　　　　　
5日 町消防団機動演習
6日 議員全員協議会　　　　　　　　　　　　　　　　　
 岐阜県庁新庁舎視察　　　　　　　　　
10日 美濃加茂市学校給食センター運営委員会　　　　　　　　　　　　　　
 議員懇話会
20日 中学校組合議会
21日 例月出納検査　　　　　　　　　　　　　　　　　
24日 議会運営委員会
27日 町空家等対策協議会　　　　　　　　
28日 町国保・介護保険運営協議会

3月
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10日 総務産業建設委員会
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15日 可茂地域一部事務組合議会
16日 議員全員協議会
20日 県知事要望書提出（可茂町村議会議長会 同行）
 清流ミナモ賞表彰式
22日 例月出納検査
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傍聴者の

編 集
後  記

議 会 活 動

本会議当日は、役場1階
ロビーでライブ中継を
視聴できます。

福田 定道 議員一括 子どもの不登校について

A 【川合 教育課長】
　　　　　不登校の児童生徒数は全国的に増加しており、
岐阜県内の小学校では1.5％、中学校では5.2％が不登校
の状態にあると言われています。現在、富加小学校、双葉
中学校ともにこの数値を下回っていますが、年々微増傾向
にあります。
 一人一人の状況は様々ですが、全く登校できていない児
童生徒はおりません。その対応としては、担任教諭による
家庭訪問、保健室登校、放課後登校、それに加えて中学
校では校内の相談室登校、美濃加茂市のあじさい教室へ
の登校などがあります。また、スクールカウンセラーや主
幹教諭による教育相談、アンケート調査（学校満足度）の
実施などにより、不登校の未然防止に努めているところ
です。

Ｑ 今現在、全国の小中学校でコロナ等の影響で、
学校に行けなくなった子ども達が大変多くなっ
ていることが分かってきました。富加町の状況
はどうですか。
コロナが始まって3年が過ぎました。令和2年2
月以降は、感染者が大変増え、緊急事態宣言が
出て学校では地域によって分散登校やオンライ
ン授業にする小中学校もありました。岐阜県、
そして富加町も令和3年12月から令和4年2
月初め頃までは、感染者も多く町民の皆さまも
不安だったと思います。子ども達の感染は、特
に学校での感染が目立ったと思います。感染し
た子ども達の多くは軽症か無症状で感染に気
付かないことも多く見られました。そういった
ことから、学校が始まると子どもから子ども
へ、そして家庭では子どもから親へと感染が広
がった例もありました。不安等を抱えている子
ども達のケアを考え、以前の日常の家庭、そし
て学校生活を取り戻せるように皆が、地域が連
携していくことが大切だと思います。　　

福田 定道 議員一括 道徳教育について

A 【坂井 教育長】
　　　　　学習指導要領で、小学校の道徳の授業時数は
年間35時間と定められており、概ね1週間に1時間が道徳
教育の要の時間となっています。また、道徳教育は学校の
教育活動全体を通して行うものとされています。
　学習指導要領では道徳教育の内容は四項目に分かれて
おり、1つ目は、自立や善悪の判断などの自分自身に関す
ること、2つ目は、思いやりなどの人との関わりに関するこ
と、3つ目は、規則や勤労などの集団や社会との関わりに
関すること、4つ目は、よりよく生きる喜びなどの生命や自
然、崇高なものとの関わりに関することなどです。
　学校の１時間の授業では、児童の発達の段階や特性、
地域の実情を踏まえ、多様な教材の活用に努めています。
指導のねらいに即して、児童が主体的に学習に取り組める
よう、問題解決的な学習、道徳的行為に関する体験的な
学習なども取り入れ、家庭や地域社会との連携を図りな
がら行っています。
　また、数値によるものではありませんが、学習の評価は
行います。児童の学習状況や道徳性に係る成長の様子を
継続的に把握し、義務教育9年間の成長を見通した意図
的・計画的・発展的な道徳教育を推進しています。

Ｑ 岐阜県の道徳教育は全国的にも高い評価を得
ています。子ども達が自らの心と誠実に向き合
い、道徳的実践意欲と態度を培う授業には、全
国大会などで幾度となく好評を博したもので
す。この道徳教育が地域ぐるみでなされる動き
も活発に行われてきています。岐阜県教育委員
会に道徳教育振興会議が設置されたのは昭和
62年（1987年）で、今年で35年になります。
その目的は心豊かなわが町、わが村をつくると
いうことで、岐阜県の道徳教育について、各界
各層から意見を聴くとともに地域ぐるみで道
徳教育を進めていこうとするものです。
元来、道徳教育の基盤は家庭にあるべきで、道
徳を子どもに教える責任は親にあるべきと思
います。教育は家庭からとも言います。しかし、
今の子ども達は家庭より学校で、より長い時間
を過ごしていることを思えば、一般の小学生は
6～7時間を学校で過ごしています。放課後の
活動等を考えれば、どれだけ長い時間を家庭
外で過ごしていることでしょう。
学校での道徳教育に当てられる時間は、週何時
間ぐらいありますか。
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気に入ったところで冬を過ごしていたので
しょう。
　気候温暖化の対策が国際社会で取り組
まれ、CO2削減に注力されています。発電
を再生可能エネルギーに、自動車をEVに、
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議会広報委員会　
　委員／梅村登次・木村康夫

詳しくは、議会事務局まで
お問い合わせください。
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* 供託物没収点…町議会議員／有効投票総数を議員定数で除した数の10分の1、町長／有効投票総数の10分の1

町総務課　総務係
（町選挙管理委員会 書記）
ほう たに　あきひろ

宝谷 昭宏さん　

富加町議会だより

岐阜県庁新庁舎を視察

TOMIKA TOWN COUNCIL

189
2023.
（令和５年）

No.

4月5日発行

第１８期富加町議会議員最後の議員視察として、岐阜県庁新庁舎を視察しまし
た。県産財のヒノキや美濃和紙を使用した各施設の内装や、木々が清流の水面
に映る様子をイメージした床タイルからは、「清流の国ぎふ」を感じることが
できました。

第1回臨時会
第2回定例会
委員会報告
令和5年度施政方針
町政Ｑ＆Ａ一般質問
議会活動・編集後記
これが知りたい！！
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主 な 内 容　　

選挙公営制度の
現状は？

どんな費用が対象となりますか。

もっと、まちのこといま

これが知りたい！！

　4月23日は、4年間の新たな富加町議会が誕生する町議会議員選挙の投票日です。選挙公営制度は、公職選挙
法や町条例の改正により更に充実しており、町議会議員や町長への立候補の後押しに一役買っています。
　制度の現状について、町の担当者に聞きました。

Q2
　選挙運動用自動車の使用料とポスターの作成費用が、下記の限度額の範囲内で公費負担となります。
　ただし、供託物没収点（※）に達する得票を得られない場合は、公費負担を受けることができず、費用全額を
候補者が負担しなければなりません。　　

この制度を通じて期待することは。Q3
　選挙に立候補しやすい制度の活用により、地方議員のなり手不足の解消や、議会
の活性化につながることを期待したいと思います。

選挙公営制度とは。Q1
　お金のかからない選挙制度の実現と、立候補や選挙運動の機会均等を図るために、候補者の選挙運動費用
の一部について公費で負担する制度です。

選挙に関する
お問い合わせは ℡0574-54-2111（直通）

2023.4.5

編 集／議会広報委員会　  発 行／岐阜県富加町議会

富加町議会 議会事務局

富加町議会だより

〒501-3392  岐阜県加茂郡富加町滝田1511
TEL 0574-54-2161
URL https://www.town.tomika.gifu.jp/chosei/gikai/

FAX 0574-54-2461
とみかのぎかい No.189

選挙運動用
自 動 車 の 
使用

契約内容 単価の限度額 選挙運動日数による限度額（例：5 日の場合）
1 一般運送契約（ハイヤー業者等） 1日1台    64,500円 64,500円×5日＝322,500円

2
①自動車借入契約（レンタル） 1日1台    16,100円 16,100円×5日＝ 80,500円
②燃料供給の契約 1日あたり  7 ,700円 7,700円×5日＝ 38,500円
③運転手雇用の契約 1日1人    12,500円 12,500円×5日＝ 62,500円

選挙運動用
ポスターの 
作成

単価の限度額 作成枚数の限度額 ポスター作成の公費負担限度額
（541円31銭×ポスター掲示場数28
箇所+316,250円）÷ポスター掲示場
数28箇所≒11,836円

ポスター掲示場数28枚
（R5.3月時点） 11,836円×28枚=331,408円


